
（平成２３年９月１４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 25 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 24 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認茨城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



茨城国民年金 事案 1288 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から同年９月までの期間、39 年８月から 40 年３月

までの期間、43 年２月及び同年３月の国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から同年９月まで 

             ② 昭和 39年８月から 40年３月まで 

             ③ 昭和 43年２月及び同年３月 

    社会保険事務所（当時）で確認したところ、各申立期間の国民年金保険料

が未納とされていた。 

 各申立期間については、昭和 36 年４月に国民年金に加入後、納付時期は

覚えていないが、保険料を納付していたはずである。 

 このため、各申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間①の国民年金保険料については、オンライン記録では未納

となっているものの、国民年金被保険者名簿では、同期間の保険料が納付済み

と記載されていることが確認できることから、行政側の記録管理が適正に行わ

れていなかった事実が認められる。 

また、国民年金被保険者台帳（特殊台帳）により、申立人は、申立期間①の

後である昭和38年４月から39年７月までの保険料を現年度納付していること

が確認でき、38 年４月の時点において、申立期間①の保険料を納付すること

は可能であったことから、当該保険料を納付しなかったとは考え難い。 

さらに、国民年金被保険者台帳(特殊台帳)により、申立人は、申立期間②前

後の期間である昭和 38年４月から 39年７月までの期間及び 40年４月から 41

年１月までの期間について、それぞれ保険料を現年度納付していることが確認

できることから、申立期間②の保険料のみを納付しなかったとは考え難い。 



加えて、国民年金被保険者台帳(特殊台帳)により、申立人は、申立期間③直

前の昭和 42年９月から 43年１月までの保険料を同年７月 22日に過年度納付

し、申立期間③直後の 43年４月から 44年３月までの保険料を現年度納付して

いることが確認できることから、申立期間③の保険料のみを納付しなかったと

は考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、各申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1659 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係

る記録を平成 11年８月 19日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 17万円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年８月 19日から同年９月４日まで 

ねんきん定期便により、Ａ社に勤務していた平成 11 年８月 19 日から同

年９月４日までの期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が漏れているこ

とが判明した。Ａ社から提出された資料のとおり、申立期間についても勤

務していたことは間違いないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された、同社の平成 11 年８月の集金集計表及び同社の回答か

ら判断すると、申立人は、申立期間においてＡ社に勤務し、厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成 11

年９月のオンライン記録から、17万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、Ａ社は、誤った資格取得日に係る届出を行った旨を認めて

いることから、事業主から社会保険事務所（当時）へ申立てどおりの被保険

者資格の取得に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る平成 11 年８月の保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1660 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 19 年 10 月１日に厚生年金保険の被保険者資格を

取得し、同年 12 月１日に喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行っ

たことが認められることから、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取

得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、30 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月１日から同年 12月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社Ｂ工場に

勤務していた昭和 19 年 10月１日から同年 12月１日までの期間について、

加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

昭和 19 年 12 月にＣ社に勤務する直前まで、Ａ社Ｂ工場に勤務していた

はずなので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び申立人に係る厚

生年金保険被保険者台帳（旧台帳）により、申立人は、同社Ｂ工場において、

昭和 19 年６月１日に被保険者資格を取得したことが確認できるところ、同年

６月に施行された厚生年金保険法において、同年６月１日から同年９月 30 日

までの期間は、同法の適用準備期間として、厚生年金保険の被保険者期間に

算入しない期間であり、厚生年金保険料の徴収は同年 10 月から開始すること

が定められていることから、オンライン記録における申立人の資格取得日は

同年 10月１日となることが確認できる。 

また、Ａ社から提出された「厚生年金台帳」及び同社からの回答により、

申立人は、昭和 19年６月から同社Ｂ工場に在籍していたことが確認できる。 

一方、前述の被保険者名簿及び申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳

（旧台帳）において、資格喪失日に係る記載が確認できないところ、申立人



は、Ａ社Ｂ工場を退職する際、同じ寮にいた数人が同時期に退職したとして

おり、同社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立

人と同様に、昭和 19 年６月１日に被保険者資格を取得した同僚 450人のうち

２人について、同年 12 月１日に被保険者資格を喪失していることが確認でき

る。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ社

Ｂ工場に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたも

のと認められる。 

なお、申立期間に係る標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被

保険者名簿及び厚生年金保険被保険者台帳における申立人の記録から、30 円

とすることが妥当である。 



茨城厚生年金 事案 1661 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 50万 1,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

Ａ社から、平成 19 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同社

が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係る記

録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与明細一

覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは間違いな

いので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細一覧表により、申立人は、申立期間において、

50 万 1,000 円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、その金額に見合う厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賞与明細一覧表において確認でき

る保険料控除額から、50万 1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1662 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 19万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

Ａ社から、平成 19 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同社

が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係る記

録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与明細一

覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは間違いな

いので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細一覧表により、申立人は、申立期間において、

19 万円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、その金額に見合う厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賞与明細一覧表において確認でき

る保険料控除額から、19万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 



茨城厚生年金 事案 1663 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 19万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

Ａ社から、平成 19 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同社

が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係る記

録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与明細一

覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは間違いな

いので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細一覧表により、申立人は、申立期間において、

19 万円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、その金額に見合う厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賞与明細一覧表において確認でき

る保険料控除額から、19万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1664 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 47万 1,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

Ａ社から、平成 19 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同社

が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係る記

録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与明細一

覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは間違いな

いので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細一覧表により、申立人は、申立期間において、

47 万 1,000 円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、その金額に見合う厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賞与明細一覧表において確認でき

る保険料控除額から、47万 1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1665 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 19万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

Ａ社から、平成 19 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同社

が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係る記

録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与明細一

覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは間違いな

いので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細一覧表により、申立人は、申立期間において、

19 万円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、その金額に見合う厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賞与明細一覧表において確認でき

る保険料控除額から、19万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 



茨城厚生年金 事案 1666 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 35万 7,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

Ａ社から、平成 19 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同社

が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係る記

録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与明細一

覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは間違いな

いので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細一覧表により、申立人は、申立期間において、

35 万 7,000 円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、その金額に見合う厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賞与明細一覧表において確認でき

る保険料控除額から、35万 7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1667 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 25万 8,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

Ａ社から、平成 19 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同社

が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係る記

録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与明細一

覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは間違いな

いので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細一覧表により、申立人は、申立期間において、

25 万 8,000 円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、その金額に見合う厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賞与明細一覧表において確認でき

る保険料控除額から、25万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1668 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 44万 5,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

Ａ社から、平成 19 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同社

が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係る記

録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与明細一

覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは間違いな

いので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細一覧表により、申立人は、申立期間において、

44 万 5,000 円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、その金額に見合う厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賞与明細一覧表において確認でき

る保険料控除額から、44万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1669 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を５万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

Ａ社から、平成 19 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同社

が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係る記

録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与明細一

覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは間違いな

いので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細一覧表により、申立人は、申立期間において、

５万円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、その金額に見合う厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賞与明細一覧表において確認でき

る保険料控除額から、５万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1670 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 16万 9,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

Ａ社から、平成 19 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同社

が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係る記

録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与明細一

覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは間違いな

いので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細一覧表により、申立人は、申立期間において、

16 万 9,000 円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、その金額に見合う厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賞与明細一覧表において確認でき

る保険料控除額から、16万 9,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1671 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 16万 2,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

Ａ社から、平成 19 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同社

が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係る記

録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与明細一

覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは間違いな

いので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細一覧表により、申立人は、申立期間において、

16 万 2,000 円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、その金額に見合う厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賞与明細一覧表において確認でき

る保険料控除額から、16万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1672 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 47万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

Ａ社から、平成 19 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同社

が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係る記

録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与明細一

覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは間違いな

いので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細一覧表により、申立人は、申立期間において、

47 万円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、その金額に見合う厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賞与明細一覧表において確認でき

る保険料控除額から、47万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1673 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 19万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

Ａ社から、平成 19 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同社

が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係る記

録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与明細一

覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは間違いな

いので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細一覧表により、申立人は、申立期間において、

19 万円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、その金額に見合う厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賞与明細一覧表において確認でき

る保険料控除額から、19万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1674 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 20万 1,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

Ａ社から、平成 19 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同社

が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係る記

録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与明細一

覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは間違いな

いので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細一覧表により、申立人は、申立期間において、

20 万 1,000 円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、その金額に見合う厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賞与明細一覧表において確認でき

る保険料控除額から、20万 1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1675 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 20万 1,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

Ａ社から、平成 19 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同社

が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係る記

録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与明細一

覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは間違いな

いので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細一覧表により、申立人は、申立期間において、

20 万 1,000 円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、その金額に見合う厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賞与明細一覧表において確認でき

る保険料控除額から、20万 1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1676 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 21万 3,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

Ａ社から、平成 19 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同社

が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係る記

録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与明細一

覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは間違いな

いので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細一覧表により、申立人は、申立期間において、

21 万 3,000 円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、その金額に見合う厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賞与明細一覧表において確認でき

る保険料控除額から、21万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1677 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 48万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

Ａ社から、平成 19 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同社

が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係る記

録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与明細一

覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは間違いな

いので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細一覧表により、申立人は、申立期間において、

48 万円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、その金額に見合う厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賞与明細一覧表において確認でき

る保険料控除額から、48万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1678 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 15万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

Ａ社から、平成 19 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同社

が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係る記

録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与明細一

覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは間違いな

いので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細一覧表により、申立人は、申立期間において、

15 万円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、その金額に見合う厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賞与明細一覧表において確認でき

る保険料控除額から、15万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1679 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 44万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

Ａ社から、平成 19 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同社

が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係る記

録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与明細一

覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは間違いな

いので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細一覧表により、申立人は、申立期間において、

44 万円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、その金額に見合う厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賞与明細一覧表において確認でき

る保険料控除額から、44万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1680 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 43万 8,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

Ａ社から、平成 19 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同社

が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係る記

録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与明細一

覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは間違いな

いので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細一覧表により、申立人は、申立期間において、

43 万 8,000 円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、その金額に見合う厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賞与明細一覧表において確認でき

る保険料控除額から、43万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1681 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 40万 9,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

Ａ社から、平成 19 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同社

が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係る記

録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与明細一

覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは間違いな

いので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細一覧表により、申立人は、申立期間において、

40 万 9,000 円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、その金額に見合う厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賞与明細一覧表において確認でき

る保険料控除額から、40万 9,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1682 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 42万 1,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

Ａ社から、平成 19 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同社

が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係る記

録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与明細一

覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは間違いな

いので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細一覧表により、申立人は、申立期間において、

42 万 1,000 円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、その金額に見合う厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賞与明細一覧表において確認でき

る保険料控除額から、42万 1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 



茨城国民年金 事案 1289 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56年４月から 60年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年４月から 60年９月まで 

ねんきん定期便を確認したところ、昭和 56年４月から 60年９月までの国

民年金保険料のうち、58年４月から 59年３月までの期間については申請免

除となっており、他の期間については未納とされていた。 

申立期間については、昭和 55 年８月頃に国民年金に加入し、継続して保

険料を納付していたはずである。 

このため、申立期間の国民年金保険料が未納及び申請免除とされているこ

とに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、継続して国民年金保険料を納付していたと主

張しているが、オンライン記録によれば、申立人には、昭和 62年７月６日に、

過年度保険料に係る納付書が発行されていることが確認できることから、この

時点で、申立期間の一部については保険料が未納であった可能性がある。 

また、オンライン記録により、申立人は、申立期間直後である昭和 60年 10

月から 62年３月までの国民年金保険料について、同年 11月 19日に過年度納

付していることが確認できることから、この時点において、申立期間の一部に

ついては、時効により保険料を納付することができなかったと推認できる。 

さらに、申立人は、申立期間のうち、昭和 58年４月から 59年３月までにつ

いては、国民年金保険料の申請免除手続を行った記憶は無く、継続して保険料

を納付していたと主張しているが、オンライン記録によれば、申立期間当時、

同居していた申立人の両親も、申立期間の大半について保険料が申請免除とな

っており、保険料の申請免除手続は、世帯主が保険料の納付について著しい困

難がある場合に認められるものであることから、申立人のみ保険料の申請免除

手続を行わず、継続して保険料を納付していたとは考え難い。 



加えて、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無い上、別の年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかが

えず、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情も見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



茨城国民年金 事案 1290（事案 653の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39年５月から 41年 10月までの期間及び 42年６月から 52年

６月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年５月から 41年 10月まで 

             ② 昭和 42年６月から 52年６月まで 

自宅に訪問してきたＡ市区町村の職員二人に「今なら、将来、満額の国民

年金が受給できるように、遡って国民年金保険料を納付することができる。」

と言われ、最初に 30万円、その約１か月後に 32万円ほどの保険料を納付し

たことを覚えているので、申立期間の保険料も納付したはずである。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

新たな事実や証拠となるものは思い出せないが、再度、申立てをする。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

両申立期間に係る申立てについては、国民年金被保険者台帳（特殊台帳）の

記載内容及び国民年金手帳記号番号が払い出された時期から判断すると、申立

人の主張には不合理な点が認められることから、既に当委員会の決定に基づき、

平成 21 年２月４日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われて

いる。 

申立人は、本申立てにおいて、両申立期間の国民年金保険料は、集金に来た

二人のＡ市区町村の職員に 62 万円ほどを２回に分けて納付したと主張を変え

ているものの、第３回特例納付期間（昭和 53年７月から 55年６月まで）に納

付可能な申立期間の保険料及び同期間中に納付した他の期間の保険料（特例納

付 16か月、過年度納付 21か月）を合わせると、納付すべき金額が相違してい

ることから、今回の申立内容に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は

認められず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当た

らないことから、申立人は、両申立期間の国民年金保険料を納付していたもの

と認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 1683 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年３月 17日から同年８月１日まで 

    年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務して

いた昭和 60年３月 17日から 61年２月１日までの期間のうち、60年３月 17

日から同年８月１日までの期間について、加入記録が無かった旨の回答を受

けた。 

昭和 60年３月 17日からＡ社に勤務していたことは間違いないので、申立

期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に勤務していた同僚の証言から判断すると、申立人は、申立期間におい

て、同社に勤務していたことが推認できる。 

一方、Ａ社において、申立人に係る雇用保険被保険者資格の取得日及びＢ健

康保険組合加入員資格の取得日は、共に昭和 60 年８月１日であり、オンライ

ン記録と一致していることが確認できる。 

また、Ａ社からは、事務所及び工場は移転し、当時の資料は残っておらず、

申立人の勤務状況及び厚生年金保険の加入状況は不明との回答が得られた。 

さらに、申立期間当時、Ａ社に勤務していたとする同僚一人から、同社にお

ける厚生年金保険の加入は一律な取扱いではなく、社長が社員ごとに加入時期

を決めていたとの証言が得られた上、二人からは、厚生年金保険被保険者資格

の取得時期が、自身が記憶するＡ社の入社時期の、それぞれ１か月後及び６年

後になっていたとの証言が得られたところ、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿において、当該同僚が主張する勤務の開始時期と被保険者資格の

取得時期が一致していないことが確認できることから判断すると、同社では、

社員全員を必ずしも入社と同時に厚生年金保険に加入させる取扱いではなか



った事情がうかがえる。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された事

実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期間に

おける厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 
 


